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2 太監公示第 6 号 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 14 項の規定により、監査の結果に基

づき措置を講じた旨の通知がありましたので、次のとおり公表します。 

令和 2 年 10 月 30 日 

太宰府市監査委員  吉 野    茂 

太宰府市監査委員  堺     剛 

記 

１ 平成 28 年度定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

総務課 市章（襟章）作成について

市章の作成にあたり、1 人見

積りにより随意契約としてい

る。その理由については、緊急

を要したためとの回答を得てい

るが、当初予算による契約であ

り、作成した時期からも、複数

から見積書を入手することは可

能であったと考える。併せて、

発注から納品までの一切の決裁

文書が存在していない。今後は

注意されたい。 

また、市章については、全職

員に貸与されていないことや職

員服務規程等に定めがないこと

から、なぜ、この期に改めて作

成を必要としたか、市章の位置

づけと併せて明確な理由が必要

であったと考える。 

さらに、200 個作成に 311,040

円を支出し、製作単価が 1,500

円以上となっているが販売価格

は 1,000 円である。販売価格を

市の財政状況等により制服貸

与がなくなった前後に、市章（襟

章）の交付を取りやめていたと

ころ、スーツ着用の際に、市職

員か否か分からないとの指摘を

受け、平成 28 年に市章（襟章）

の作成・販売を行いました。そ

の過程について、簡略化したこ

とは、事務処理の誤りであり、

今後は適切に処理を行います。

さらに、販売価格について、

担当部署内部で調整したもの

の、記録を適切に行っていなか

ったため、今後は設定根拠を明

確化し、意思決定の過程（決裁

等）を記録していきます。 

なお、市章（襟章）の着用に

ついては、これまで規程、基準

等がなかったことから、着用に

関する要綱を整備しました。 

R2.6.3
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決定する決裁文書等が見当たら

ない。必要な事務を省略すべき

ではない。 

２ 平成 29 年度定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

総務課 旅行命令・復命書及びニモカ受

払報告書について 

ニモカの使用の報告はある

が、旅行命令・復命書が見当た

らないものが多くの部署で見

受けられた。 

総務課におかれては、ニモカ

を使用する旅行に関する諸規

定を整備するとともに、ニモカ

の使用記録が電磁データとし

て保存されるという特性を踏

まえて、旅行に関する一連の事

務処理の簡素化を図られたい。

また、年度末にニモカのチャ

ージ残高が多額にならないよ

う注意されたい。 

平成 30 年 2 月 26 日付にて旅

行命令・復命書の作成及びニモ

カカードの管理について、全課

に通知し、職員に注意喚起を行

いました。 

紙媒体にて行っている旅行

命令簿については、出退管理シ

ステムで行うことも検討しま

したが、費用対効果を鑑み見送

りました。 

各部で管理しているニモカ

の利用状況については、総務課

にて把握し、残高が多額になら

ないように、指示をしていま

す。 

R2.6.3 

建設課 公園台帳について 

都市公園法第 17 条第 1 項で

は、「公園管理者は、その管理

する都市公園の台帳を作成し、

これを保管しなければならな

い。」とされている。さらに、

都市公園法施行規則第10条第4

項で、「記載事項に変更があっ

たときは、公園管理者は、速や

かにこれを訂正しなければな

らない。」とされている。しか

しながら、台帳は作成されてい

るものの、記載事項が更新され

ていないものが多く見受けら

れた。 

順次すべての公園について

台帳の記載内容の確認を行い、

台帳の整備を進めるべきであ

公園台帳については、紙と、

紙を PDF 化したものにて管理を

しています。ご指摘のとおり、

一部の公園について、記載内容

等の変更が台帳に反映してい

ないことも確認しているとこ

ろです。 

今後、本市の都市公園につい

ては、規模が大きな公園から、

引き続き台帳記載内容の確認

を行い、記載事項に変更のあっ

た箇所について、手作業ではあ

りますが、現状と台帳が一致す

るように台帳の修正を行って

まいります。また、公園台帳の

電子化についてもあわせて検

討してまいります。 

R2.8.26 
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る。定期的に台帳の記載事項の

確認・更新を行い、関係法令に

則った適正な公園管理に努め

られたい。 

特に 5,000 ㎡以上の公園につ

いては早急に台帳を整備され

たい。少なくとも公園の現況を

把握することが肝要である。 

建設課 道路用地の借入について 

相続人が多数となっている

土地や所有者の所在把握が困

難な土地等については、事業の

推進において様々な支障が生

じているため、国土交通省がガ

イドラインを作成している。 

道路用地は取得が原則であ

り、平成 22 年度の土地賃貸借契

約締結の起案文書でも、契約相

手方と用地買収について今後

とも継続協議を行うという確

認がとれている。 

遺産分割協議が終了してい

ない土地に関して、相続人の一

人と賃貸借契約をしているが、

その契約の有効性についても

検討を行うとともに、国土交通

省のガイドライン等を参考に

され、当該用地取得に向けて努

力されたい。 

用地取得に向け土地管理人

（相続人の一人）に相続手続き

を促すとともに、市も協力して

いるところですが、相続人が多

数おられるため費用負担が相

当かかることが予想され、用地

買収額では見合わないとの理

由で協力が得られない状況で

す。 

なお、国土交通省のガイドラ

インは、所有者が把握できてい

る本件には適用されず、相続登

記をしないまま所有権移転登

記を可能とする制度ではあり

ません。 

また、道路用地として利用す

る権原が必要であることから、

やむを得ず賃貸借契約を締結

しています。賃貸借契約の解除

は市道として長い間利用いた

だいている市民の不利益につ

ながる可能性があります。 

以上のような事情があり、用

地取得が困難な状況のため、当

面の間の対応として賃貸借契

約を見直しました。 

なお、今後とも用地取得でき

るよう精力的に協議を進めて

いくとともに、問題が発生した

場合は丁寧に対応したいと考

えています。 

R2.8.26 

３ 平成 30 年度第 1 期定期監査及び行政監査 
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監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

地域コ

ミュニ

ティ

課・高

齢者支

援課・

保育児

童課 

補助金等について 

補助金等が交付されている

団体について、その補助金額を

上回る繰越金が生じている団

体が見受けられた。 

地方自治法第 232 条の 2 では

「普通地方公共団体は、その公

益上必要がある場合において

は、寄附又は補助をすることが

できる。」と規定されており、

公益上の必要性や公平性等を

踏まえ、補助対象や金額が妥当

であるかという点について適

切に判断する必要がある。 

今回のような補助金額を上

回る繰越金が生じている状況

を看過していることは、本来補

助金が交付される必要がある

のか甚だ疑問である。 

繰越金の限度額を認める必

要性があるのであれば、補助の

目的や対象、繰越金の取扱い等

について、補助要綱等を規定

し、基準を明確にすべきであ

る。 

（地域コミュニティ課） 

平成 30 年度第 1期定期監査及び

行政監査の指摘事項につきまし

ては、市の発展に必要不可欠な

地域組織である自治会の存続や

機能維持のため、その他運営等

に必要な経費に対する援助であ

ることから、「補助金」という性

質ではなかったと判断し、「助成

金」とする交付規則の改正を行

いました。 

（高齢者支援課） 

本指摘事項については、長寿

クラブ連合会の事務局に対し問

題提起を行い一定の理解は示さ

れたものの、「年度当初の資金繰

りのための繰越」「周年事業に備

えた繰越」等、各クラブそれぞれ

の理由があり、繰越金の内容を

精査したうえで慎重に議論する

必要があるといった意見を頂い

ています。 

 繰越金の取扱い等の基準の明

確化を図るため、団体と引き続

き協議を重ねていきます。 

（保育児童課） 

保育所保護者会補助金につい

ては、令和 3 年度廃止の方向で、

検討しています。 

R2.6.9 

R2.6.9 

R2.6.9 

４ 令和元年度第 1 期定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

上下水

道施設

課 

契約保証金の納付について 

地方自治法施行令第167条の16

及び契約規則第26条において、普

通地方公共団体は契約を締結する

者に契約保証金又はこれに代わる

契約金額の 30％未満の増額に

ついては、追加保証金は不要と

なっています。通常では 30％を

超える変更増額を見られる案件

R2.5.18
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担保を納付又は提供させなければ

ならないと規定されている。 

本市は契約規則第24条第5項に

基づき標準となる契約書の書式を

定め、その契約書の約款第 4 条に

おいて、契約保証金は契約の締結

と同時に納付することとなってい

る。 

しかしながら、「下水道ストック

マネジメント第 30-1 調査業務委

託契約」については、増額変更契約

に係る契約保証金が検査完了後に

納付されていた。今後は、納付遅れ

が生じないように改善されたい。

は少ないです。 

しかし本案件は調査時に当初

より想定外のことが判明したた

め、30％を超える増額となって

しまいました。 

30％を超える変更増額する案

件が通常では少ないため、本案

件については変更契約時に増額

分の追加保証の要求を失念して

おりました。 

今後は変更増額時にも再度確

認を行い、追加保証についても

変更契約の締結時と同時に納付

できるように、請負業者に対し

て追加保証の要求に努めます。

国際・

交流課

国際交流協会について 

国際交流協会については、公

益財団法人として活動してい

るものの、その職員は協会から

任用された嘱託職員 1名である

ことから、国際・交流課の職員

が事務取扱の辞令を受け、協会

の大部分の業務を行っている。

一方、国際・交流課も課長以

下職員 4名の組織であることか

ら、課の業務の大きな割合を協

会の業務で占めており、市職員

が行っている業務が協会の業

務なのか、市が行うべき業務で

あるか、さらにはその監督責任

が協会にあるのか市にあるの

か明確にする必要がある。 

協会の独自性がより発揮さ

れ、行政ではできない自由な発

想による交流事業の実施など

公益法人として協会を設立す

るメリットを最大限活用され

る必要がある。 

また、市の業務と協会の業務

が明確でない場合、監査や議会

のチェックが行き届きにくく

なる恐れがあるものと考える。

さらに、協会の業務に市職員が

従事することについて、市と協

会の間に法的な手続きがない

国際交流協会の業務につきま

しては、国際交流協会の責任の

下、独自性を持ち実施すべきも

のであると考えております。 

令和元年度まで、国際・交流課

の職員が事務取扱の辞令を受け

国際交流協会の事務を行ってま

いりましたが、令和 2 年度から

は、協会への人的支援として、公

益的法人等への一般職の地方公

務員の派遣等に関する法律及び

公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例に基づき、市職員 1

名の派遣を行う措置を行ってお

ります。 

R2.6.9 
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中で業務を行うことは問題が

あるものと思われ、法的な整理

を行い市職員が従事するのか、

人件費も含めて補助を行うこ

とで協会の独立性を高めるの

か、協会が果たす役割を整理

し、適切な処置を取られたい。

産業振

興課 

地域水田農業推進協議会に対

する補助金について 

太宰府市地域水田農業推進

協議会は、都市近郊農業の特性

を生かした作物振興、水田利用

及び担い手の育成を図ること

を目的とし、附属機関として平

成 15 年に設置された。 

その後、経営所得安定対策等

推進事業を遂行するうえで、事

業の実施主体として農業関係

団体の代表者等で組織する協

議会等を設置する必要が生じ

たことから、既存の「太宰府市

地域水田農業推進協議会」にそ

の役割を追加し、同協議会に補

助金 27 万円が交付された。 

しかし、附属機関は、地方自

治法において、その所管する事

項について調停、審査、諮問又

は調査等を行う機関とされて

おり、事業の実施主体として補

助金を交付することは適切で

はないと思われる。 

経営所得安定対策等推進事

業補助要綱等について調査を

行い、適切な事務処理を図られ

たい。 

「経営所得安定対策等推進事

業実施要綱」及び「経営所得安定

対策等推進事業費補助金交付要

綱」により、推進事業の実施主体

は市及び地域農業再生協議会

（太宰府市水田農業推進協議

会。以下、「協議会」という。）と

定められ、その事業費補助金は

協議会に対して市が交付する経

費となっています。そのため、協

議会以外に補助金を交付するこ

とはできません。  

しかし、指摘のとおり協議会

は市の附属機関としてふさわし

くないため、現行委員の任期満

了（R3.3.31）に合わせ、当該協

議会を附属機関から削除する予

定です。 

R2.5.29 

５ 令和元年度財政援助団体等監査 

監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

文化学

習課 

（文化

補助金実績報告書について 

振興財団は、文化学習課より

振 興 財 団 補 助 金 と し て

令和 2 年 3 月 31 日で古都大

宰府保存協会への出向を終了

R2.6.5 
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スポー

ツ振興

財団） 

32,579,000 円の補助を受けて

いる。 

本補助金は、交付要綱が制定

されていないため、補助目的や

補助対象経費が明確に定められ

ていないが、同振興財団の運営

にあたり、給与・手当・燃料等

の管理を行うための補助金とさ

れている。 

その実績報告書に計上された

補助対象経費には、振興財団か

ら古都大宰府保存協会へ職員交

流研修として派遣された職員の

給与等が含まれていた。（現在、

相手先団体からの派遣はなされ

ていない。） 

この経費については、振興財

団の設立目的である事業の実施

や運営に資するものとは言い難

く、補助対象経費として適切な

ものであるか疑義があるものと

思われる。 

文化学習課と協議のうえ、是

正されたい。 

し、4 月 1 日から文化スポーツ

振興財団の管理施設で勤務す

ることに変わっております。 

６ 令和元年度第 2 期定期監査及び行政監査 

監査の結果及び措置状況 

課名 監査結果 措置状況 通知日 

観光推

進課

補助金交付決定について 

太宰府市俳句・短歌ポスト事

業運営補助金について、本補助

金の申請は、太宰府市俳句・短歌

ポスト事業運営委員会から提出

されているが、事業計画、予算及

び決算については、太宰府市俳

句ポスト運営委員会、太宰府市

短歌ポスト運営委員会がそれぞ

れ別々に実施し、報告がなされ

ていた。 

これは、俳句ポスト事業と短

歌ポスト事業が同じ観光事業推

進の一環として同時期（平成 5

年）に立ち上げ活動しており、ポ

先の指摘を受け、令和 2 年度

より各団体から補助申請を提

出していただき、それぞれに交

付決定・支出を行いました。 

R2.6.9 
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ストも共有していることから、

「俳句・短歌ポスト事業運営補

助金」として、まとめて支出され

たためである。 

補助対象団体がそれぞれ別の

団体として活動し、補助事業を

実施しているのであれば、補助

金の申請や交付決定はそれぞれ

にすべきものと思われる。 

スポー

ツ課 

支払遅延について 

太宰府市総合体育館監視カメ

ラ増設工事について、令和元年 9

月 20 日に完成検査を終了し、そ

の後、令和元年 9 月 26 日に契約

の相手方である㈱きんでん九州

支社より適法な支払請求を受け

た。しかし、工事写真帳の不備を

理由として支払いを保留し、令

和元年 11 月 13 日に支払いを行

っていた。 

政府契約の支払遅延防止等に

関する法律（昭和 24 年法律第

256 号）第 6 条では、工事代金の

支払の期限は、完了の検査を終

了した後相手方から適法な支払

請求を受けた日から 40 日以内

とされている。 

工事写真帳に不備があり検収

できないものであるなら、完成

検査の段階で指示を出すべきも

のと思われる。 

スポーツ課におかれては、適

切な契約事務の執行を図られた

い。 

契約事務に関して、職員自身

が事業進捗と期限管理の徹底

を図り、業者への依頼に対する

履行確認をこまめに行うよう

努めます。

R2.6.16 


